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アクチュアリー行動規範 

 
平成６年５月 25 日制定 
平成８年５月 24 日改正 
平成 11 年５月 26 日改正 
平成 24 年３月 22 日改正 
平成 25 年１月 29 日改正 

 

（総則） 

第１条 アクチュアリーは、的確な現状認識と将来予測に基づき、数理的手法等を活用して、保険及び年

金にかかわる財政の健全性の確保と制度の公正な運営に努めることを主要な業務としている。その業務

には、公共の利益に深くかかわるものも少なくない。 

このような業務を行うには、高度な識見と専門知識に加えてアクチュアリーへの信頼が不可欠であり、

従って、アクチュアリーは、常に専門能力の向上に励み、専門職能者としてその機能を十分に発揮し職

責を全うすることが肝要である。これは、アクチュアリーの業務提供を直接受ける人々から高い評価を

得、専門職能者として社会の信頼を得る根源である。それによって社会に貢献することが基本である。 

アクチュアリーがその職責を全うし、社会の信頼をさらに確かにするため、公益社団法人日本アクチ

ュアリー会（以下「本会」という。）は、会員が専門職能者として行動する際の指針として、ここにアク

チュアリー行動規範を制定する。 

２ この行動規範の改廃は、理事会の決議による。 

注注記記はは、、アアククチチュュアアリリーー職職ににああるるももののにに対対しし、、ここのの行行動動規規範範ががどどののよよううにに解解釈釈さされれるるべべききかかをを示示すす補補足足的的なな説説明明

ででああるる。。  

 

（規範の遵守） 

第２条 本会の会員（以下「会員」という。ただし、法人会員は除く。）は、会員としての専門能力が必要

とされる業務又は会員の資格に基づく活動（以下「専門業務」という。）を行う場合には、この行動規範

に従うものとする。 

（（注注 22--11））  「「専専門門業業務務」」ににはは、、専専門門職職能能にに基基づづくく助助言言、、勧勧告告及及びび意意見見ののほほかか、、アアククチチュュアアリリーーととししてて業業務務提提供供ををすす

るるそそのの他他ののササーービビススをを含含むむ。。  

 

（誠実義務） 

第３条 会員は、専門職能者としての良心に従い誠実に専門業務を行うものとする。 

 

（業務の提供） 

第４条 会員は、本会における会員資格の種類と専門能力に応じて専門業務を行うものとする。 

（（注注 44--11））  専専門門業業務務をを行行ううたためめのの資資格格基基準準等等にに通通じじ、、ここれれをを遵遵守守すするるここととはは、、アアククチチュュアアリリーーのの専専門門職職能能者者ととししてて

のの責責任任ででああるる。。  

２ 前項の規定において、会員は、その業務遂行に必要な情報及び時間の確保並びに権限の取得に努める

ものとする。 

３ 会員は、利害の対立を引き起こす可能性のある複数の依頼者から業務の提供を求められた場合には、

次の第１号から第３号までの事項が満たされていることを確認するものとする。 

(1) 会員が専門業務を公正に行うことに支障がないこと。 

(2) 依頼者が利害対立の可能性があることを承知していること。 

(3) 依頼者がその会員による専門業務の提供に同意していること。 

（（注注 44--22））  「「依依頼頼者者」」ととはは、、そそのの専専門門業業務務をを行行ううアアククチチュュアアリリーーをを選選びび、、業業務務のの結結果果をを直直接接にに利利用用すするる立立場場ににああるる

者者ををいいうう。。  
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（（注注 44--33））  そそのの専専門門業業務務にに関関ししてて、、依依頼頼者者のの利利害害とと重重大大なな相相反反をを有有すするる別別のの依依頼頼者者がが存存在在すするるととききはは、、依依頼頼者者ににそそ

ののここととをを知知ららせせななけけれればばななららなないい。。  

４ 会員は、その依頼を受けた特定の専門業務に関連して受け取る報酬がある場合は、その報酬のすべて

の源泉を、適宜、その依頼者に開示するものとする。 

（（注注 44--44））  特特定定のの専専門門業業務務にに関関連連ししてて受受けけ取取るる報報酬酬ににはは、、そそのの専専門門業業務務をを提提供供すするるここととにに関関ししてて、、アアククチチュュアアリリーー

又又ははここれれをを雇雇用用すするるももののがが受受けけ取取っったたすすべべててのの対対価価をを含含むむ。。ままたた、、「「源源泉泉」」ととはは、、ここれれららのの報報酬酬をを支支払払

うう者者ををいいうう。。  

 

（責任の明示） 

第５条 会員は、その資格に基づいて作成する専門業務に関する文書には、自己の資格と氏名を明示する

ものとする。 

２ 会員は、報告書等を作成する場合には、必要に応じて専門職能者として負うべき責任の範囲を明らか

にするものとする。 

（（注注 55--11））  専専門門業業務務にに関関ししてて他他のの者者とと情情報報連連携携すするるととききはは、、報報告告書書等等のの基基礎礎ととななっってていいるるデデーータタなないいしし情情報報源源をを明明

示示すするるここととでで、、責責任任のの限限界界をを明明確確ににすするる。。  

（（注注 55--22））  報報告告書書等等がが直直接接のの依依頼頼者者以以外外のの者者にに利利用用さされれるるここととでで、、第第三三者者にに意意図図ししなないい影影響響をを与与ええるるここととががあありりうう

るるここととにに留留意意をを要要すするる。。  

 

（守秘義務） 

第６条 会員は、専門業務を通じて知り得た秘密を正当な理由がなく他に漏らしてはならない。 

 

（相互研鑚） 

第７条 会員は、専門業務の特性に鑑み、会員相互の公正な議論、相互研鑚等を通じ、専門業務に関する

能力の向上に努めるものとする。 

（（注注 77--11））  専専門門業業務務ににおおいいてて適適用用可可能能なな実実務務基基準準等等にに通通じじ、、ここれれをを遵遵守守すするるここととはは、、アアククチチュュアアリリーーのの専専門門職職能能者者

ととししててのの責責任任ででああるる。。  

２ 会員は、自己又は他の会員の行う専門業務の内容について専門職能者として疑義がある場合には、本

会にその理由を明示した意見書を提出することができる。 

 

（名称の使用） 

第８条 会員は、本会及びその会員資格の名称を濫用してはならない。 

 

附則 

平成 25 年１月 29 日付の改正は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成 18 年法律第 50 号）

第 106 条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。 

 


